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はじめに

安倍政権における日本の医療
政策決定のプロセス



安倍政権の医療・社会保障改革

経済財政運営と改革の基本方針 （骨太の方針）
（内閣府 経済財政諮問会議 議長 内閣総理大臣）

日本再興戦略
（首相官邸日本経済再生本部 産業競争力会議 議長
内閣総理大臣（財務大臣））

規制改革実施計画
（内閣府 規制改革会議 議長 民間人）



社会保障改革の基本方針を決める３つの会議の特徴

① 内閣府、首相官邸に置かれ、そのうち２つは総理大臣が議長。

② 社会保障改革が経済財政改革の１つとして検討され、議員は財務、経産、文
科相、内閣府関連大臣、財界人、学識経験者などで構成される。

③ 医療関係者の議員は医学者1名のみで、厚労相ですら臨時議員、現場の医
師、日本医師会関係者は含まれない。

④ 経済財政諮問会議を頂点として産業力競争会議、規制改革会議およびその
分科会、ワーキンググループなどで細部が検討される。

⑤ 会議での答申事項は閣議で検討されて閣議決定となり、種々の法律となって
国会へ上提される。



医療にかかわる改革のながれ

内閣府（財務省、経産省） 経済財政諮問
会議、日本経済再生本部、規制改革会議、
産業競争力会議（閣議決定、法律、省令など）

↑↓
厚生労働省

↑↓
日本医師会など医療団体、医療機関

規制改革、社会保障改革
予算（新しい日本のための優先課題推進枠）



番号（マイナンバー）法で平成
27年10月より施行されること



社会保障・税に関わる番号制度について

1. 社会保障・税に関わる番号制度については、幅広く国民運動
を展開し、国民にとって利便性の高い社会が実現できるよう
に、国民の理解を得ながら推進することが重要である。

2. このための基本的方向については、社会保障・税に関わる番
号制度に関する実務検討会「中間整理」において示されてお
り、今後、来年１月を目途に基本方針をとりまとめ、さらに国
民的な議論を経て、来秋以降、可能な限り早期に関連法案を
国会に提出できるよう取り組むものとする。

社会保障改革の推進について
（平成22年12月14日閣議決定）



平成23年度税制改正大綱
（平成22年12月16日）

社会保障・税に関わる番号制度（以下「番号制度」といいます。）
は、主として給付のための制度であり、

① 真に手を差し伸べるべき人に対する社会保障の充実とその
効率化を図りつつ、

② 国民の負担の公正性を担保し、制度に対する国民の信頼を
確保するとともに、

③ 国民の利便性の更なる向上を図るために不可欠なインフラと
して

④ 可能な限り早期に導入することが望ましいものと考えます。





個人番号を活用した今後の行政サービスのあり方に関する研究会（第1回）マイナンバー制度より

































番号法のまとめ

付番、情報連携、本人確認の仕組みを持つ

① 付番は悉皆性、唯一無二性、最新の基本4情報と関連付け
② 個人番号と紐付された情報は分散管理方式、符号を用いて連携

③ 社会保障における個人情報の利用は年金、雇用保険、医療保険
徴収、生活保護、低所得者などの事務手続きに限定

④ 情報提供等記録開示システムの設置（法律施行1年後）
⑤ 情報の漏えいや不正利用への罰則の強化
⑥ セキュリティはシステム、カードとも非常に高いとされている



マイナンバー制度は個人情報を個人番号で紐付けする
インフラ

→利用範囲、個人情報保護は法律で規定（法律を改正、
解釈を変更すればいくらでも利用範囲は拡大）

→利用範囲の規定と関係なく紐付けは進んでいる

今後の利用範囲の見直し（番号法、個人保護法改正）

① 内閣府（経済財政諮問会議、日本再興本部（産業競
争力会議、IT総合戦略本部）

② 厚生労働省（日本医師会）
③ 日本医師会



マイナンバー制度のその後の論点
今後の利活用の拡大

















行政の立場から講演した瓜生和久内閣官房情報通信技術（IT）総合戦

略室パーソナルデータ関連制度担当室内閣参事官は，個人情報保護
法改正の背景，課題，昨年末に提出した骨子案の主な内容を説明．

向井治紀内閣府大臣官房番号制度担当室長は，医療分野を中心に
マイナンバーの解説をする中で，「カルテにマイナンバーを記載するの
は違法である」と強調するとともに，「保険の資格確認に利用する方法に
ついてはいろいろな考え方がある」と述べた．

鯨井佳則厚生労働省大臣官房参事官（情報政策担当）は，「医療等分
野における番号制度の活用等に関する研究会」が昨年十月に取りまと
めた「中間まとめ」の内容を中心に説明．「医療分野で番号を使うとした
ら，どういう利用場面があるのか，番号のあり方や，マイナンバーで整備
されたインフラをできるだけ活用して，二重投資とならないようにしたい」
との考えを示した．

平成26年度日本医師会医療情報システム協議会
（H26.11)



日本医師会の主張
1. 悉皆性、唯一無二性のないマイナンバーと違う
医療IDが必要

2. マイナンバーを医療の現場では使用すべきでな
い（マイナンバーカードへの健康保険証機能の
取り込みには反対）

3. 医療情報の二次利用、突合は原則禁止

4. 医療情報そのものを保護する法律と監視機関
が必要



厚労省医療等分野での番号の活用に関
する議論の全体像（H26.5-H26.12）



H26.5厚労省政策統括官付情報政策参事官室





医療等分野での番号制度（マイナンバー制度）の活用
に関する検討会

① 医療分野の個人情報の活用は、本人の同意必要、医療連
携においては共有する病歴の範囲を患者が選択

② マイナンバー制度では行政機関や保険者等はマイナン
バーと紐付けて情報管理する

③ マイナンバー制度では医療機関でのマイナンバーカードの
利用は想定されず、別の医療番号あるいはマイナンバー見
えないカードを使用すべき

↓
医療ではマイナンバー制度（マイナンバーと紐付けた情報管理
や基盤整備）必要。しかし、マイナンバーカードは用いない。利
活用の拡大は現行の番号法の枠組みの中で



内閣府での検討
経済財政諮問会議
産業競争力会議
IT総合戦略会議など





新戦略推進専門調査会 マイナンバー等分科会内閣官房社会保障改革担当室27.6.20

















政府与党







政府与党、内閣府の医療へのマイナンバー制度の方向性

悉皆性、唯一無二性の番号とデジタル化した医療情報を紐づけし、
利用範囲を拡大することにより

① 国民の利便性の高い官民オンラインサービス

② 適性・公平で漏れのない社会保障給付及び負担（税負担）の執行

③ 医療介護政策（研究開発も含む）、民間のヘルスケアビジネスへ利活用

法律の改正（番号法、個人情報保護法）

マイナンバーカードの１カード化（運転免許証、国家資格、健康保
険証など）

マイナンバーカードの普及（国民の2/3目標）

↓



平成27年２⽉16⽇内閣府⼤⾂官房番号制度担当室







H27年5月29日経済財政諮問会議









経済財政諮問会議（H27.5.26)からみたマイナ
ンバー制度のさらなる活用への提言

①社会保障サービスの産業化促進

②地域差の見える化（地域医療総合確保基金）

③医療費の適正化（頻回受診、過剰投薬排除）

④資産・遺産の社会還元の促進

⑤所得や資産に応じた社会保障の負担

マイナンバー制度は医療のICT化の一つのインフラ



平成27年5月29日産業力競争会議











1. 悉皆性、唯一無二性のないマイナンバーと違う医療IDが必要→

医療連携や研究に用いる番号を導入（悉皆性、唯一無二性に
ついては2015年中に検討

2. マイナンバーを医療の現場では使用すべきでない（マイナン
バーカードへの健康保険証機能の取り込みには反対）→マイナ
ンバーカードに健康保険証の機能をもたせる

3. 医療情報の二次利用、突合は原則禁止→匿名化すれば個人の
同意も必要なし

4. 医療情報そのものを保護する法律と監視機関が必要→特定個
人情報保護委員会の機能強化

２，３，４ついては番号法、個人情報保護法改正法案を提出済み

日医の主張と国（厚労省）のマイナンバー制度の方向性の相違点





マイナンバー制度全体に対する懸念

税と社会保障の共通番号制度という国民にとって大変重要な問題
が、政府（特に内閣府）中心に議論が行われ、国民への周知や理解
を求める前に法律として審議され成立していく。

① 個人情報保護よりも営利使用も含めた個人情報利活用に重心をおいている

② 利活用範囲は法律の改正によりどんどん拡大し、国民に周知される時には法
律として施行日や内容が既に決まっていく方向

③ これだけ大きな国民の個人情報を取り扱うにもかかわらず情報漏えいや不正
利用に対する対策や補償の説明がなされていない



今後の医療等分野のICT化（マイナンバー制度を含む）の推進
に対する懸念

① 所得、資産、社会保障の一体化した番号→国の方針によって社会保障の

負担が簡単に調整可（所得、資産に応じた年金支給額、医療・介護の保険
料、自己負担割合、種々の補助の見直し）

② 電子カルテ化の推進→カルテが直接マイナンバーで紐付け（カルテは簡単
に開示できない個人情報も含まれる）

③ 電子版お薬手帳の推進→リフレ処方箋、遠隔診療（医療特区でも開始予
定）拡大（対面での診療や投薬の原則が崩れる）

④ 医療情報の利用拡大→効率化の名のもとに病床削減、医療費削減への利
用、医療・介護の産業化、営利化に利用

⑤ 国家資格（医師免許）のマイナンバーカード搭載→日本医師会医師認証と
の兼ね合い（マイナンバーカードが便利かもしれないが）













年金機構情報流出問題

6月1日 日本年金機構が情報流出を発表
年金個人情報約125万件（公的機関で史上最大）
水島理事長「お客様に万が一にも迷惑をかけないよう、組織の全力を尽 くし
て対応する」

6月3日 衆院厚生労働委員会集中会議

流出した年金加入者らの基礎年金番号の変更を3ヶ月で行う。
6月8日 衆院決算行政監視委員会
塩崎厚労相「情報漏えいによる損害が発生した場合の補償を行う考えは今は
持っていない」

6月9日 参院内閣委員会理事懇談会
マイナンバー法・個人情報保護法の改正案審議見送りへ。

民主党会合
樽見年金管理審議官「なりすまし被害者には被害額の年金を支給する」

機構の目標



年金機構情報流出の問題点
システムおよびヒューマンエラー

• セキュリティー意識の甘さ

・標準型メールからのウイルス感染

件名例：「厚生年金基金制度の見直しについて（試案）」に関する意見他

・内部作業で「ファイル共有サーバーを使用」

・ウイルス感染したパソコンを通じて、ファイル共有サーバーにあった

約1000個の個人情報ファイルが流出。

・55万件のファイルがパスワードなしで閲覧可能であった。

• 事故対応の遅れ

・感染から約1ヶ月間インターネットに接続した状態だった

・担当職員は最初の感染確認から１７日間、上司に報告をしなかった。

・機構が回線遮断を決断したのは情報流出発覚から1週間後。



諸外国における近年の個人情報流出事件

• 米政府４００万人分情報流出か…中国関与と報道
（2015年6月5日 読売新聞）

・米政府関連のデータがサイバー攻撃で受けた被害としては、過去最大規模。

・政府職員らの社会保障番号や担当職務の内容、人事評価などが流出した。

• 韓国大手カード３社、延べ１億人超の個人情報流出
（2014年1月12日 日本経済新聞）

・韓国でも過去最大規模の不祥事。被害者数は韓国の人口の約２倍。

・情報セキュリティー会社の社員が顧客の名前や住所、カード使用歴などをＵＳＢ

メモリーにコピーして持ち出し、一部は売りさばいていた。











まとめ
マイナンバー制度は政府のICT政策の一環として着々とインフラ整
備されている

1. 医療の効率化や患者の利便性には大いに寄与する。国民も利活用の拡大
に期待している

2. 政府の安易な社会保障負担の増大政策や医療の営利化促進のインフラと
して利用される懸念がある

3. 大量の個人情報の流出や不正利用の危険はいくら対策を施してもぬぐいき
れない

4. 官邸主導で国民への周知も不十分、医療関係者の意見が反映されない中
での利活用の拡大が議論されている



結語

医療におけるマイナンバー制度の推進にあたって

政府は国民や医療関係者への十分な説明を行い、
不安や懸念を解消し、一定のコンセンサスを得て
進めるべき


